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１．障害福祉計画・障害児福祉計画の概要      

（１）「障害福祉計画」「障害児福祉計画」とは 

障害福祉計画・障害児福祉計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律と児童福祉法の規定に基づく、障害福祉サービスなどの提

供体制を計画的に整備するための計画です。

第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画では、令和３年度から令和５年度

までの３年間を計画期間とし、障害のある人や児童が地域生活を送る上での課

題に対応するため、障害福祉サービスなどの提供体制の確保について成果目標

を設定し、成果目標を達成するため必要となるサービス量を活動指標として設

定しています。

（２）計画策定に当たっての基本的な考え方 

第４次富士市障害者計画の基本理念を踏まえ、次の７点を計画策定にあたっ

ての基本的な考え方とします。

 1.障害のある人の自己決定の尊重と意思決定の支援 

 2.身近な実施主体による一元的な障害福祉サービスの実施 

 3.地域生活への移行と継続、就労支援等の課題への対応 

 4.地域共生社会の実現に向けた取組 

 5.障害のある児童の健やかな育成のための発達支援 

 6.障害福祉人材の確保 

 7.障害のある人の地域生活を支える取組 

（３）計画の策定方法 

成果目標の設定に当たり、福祉施設に入所している人と就労支援サービスを

利用している人の今後のサービスの利用見込について調査を行いました。

また、障害当事者や家族、関係機関、相談支援事業者などが情報を共有し協働

するための中核的な組織である富士市障害者自立支援協議会においてワーキン

ググループを設置し、障害のある人に関する地域の現状と課題、目指すべき姿に

ついて協議していただきました。

（４）計画の進捗管理 

障害のある人や児童を取り巻く社会環境の変化に対応し、成果目標の実現性

を高めるため、毎年度の障害福祉サービスなどの提供実績について富士市福祉

計画推進会議に報告するとともに、富士市障害者自立支援協議会による検証を

行い、施策の円滑な推進に努めます。



２．令和５年度の成果目標の設定  

（１）福祉施設入所者の地域生活への移行 

 令和５年度末における地域生活移行者数の目標値を次のとおり設定します。

項 目 数 値 

令和２年度末時点の入所者数（Ａ） ２３１人

令和５年度末時点の入所者数（Ｂ） ２２７人

令和５年度末における入所者数の減少数（Ａ）－（Ｂ）（目標） ４人

令和５年度末時点までの地域移行者累計（目標） １４人

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進めるための協議の場

を設置し、課題の解決に取り組みます。

活動指標 令和３年度 令和４年度 令和５年度

協議の場の開催回数 ２ ２ ２ 

協議の場における目標設定及び評価の実施回数 １ １ １ 

協議の場への関

係者の参加者数 

（各年度２回の

開催を想定） 

保健 ２ ２ ２ 

医療（精神科） ２ ２ ２ 

福祉 ２ ２ ２ 

介護 ２ ２ ２ 

当事者 ２ ２ ２ 

家族 ２ ２ ２ 

富士圏域スーパーバイザー ２ ２ ２ 

（３）地域生活支援拠点等の機能の充実 

 地域生活支援拠点等として整備された５つの機能（相談支援、緊急時の受入

れ・対応、体験の機会と場の提供、専門的人材の確保・養成、地域の体制づくり）

について、富士市障害者自立支援協議会において運用状況の検証、運用上の課題

の検討を行い、各機能を担う事業者に還元することで機能の拡充を図ります。

活動指標 令和３年度 令和４年度 令和５年度

機能拡充のための検証・検討の実施回数 ２ ２ ２ 



（４）福祉施設から一般就労への移行 

 令和５年度末時点における目標値を次のとおり設定します。

目標値① 一般就労への移行者数

項 目 数 値

平成２９年度における福祉施設から一般就労への移行者数（実績） ３２人

平成３０年度における福祉施設から一般就労への移行者数（実績） ３８人

令和元年度における福祉施設から一般就労への移行者数（実績） ４２人

令和５年度における福祉施設から一般就労への移行者数（目標） ５５人

目標値② 一般就労移行者の就労定着支援利用率

項 目 数 値

令和元年度の一般就労移行者のうち、就労定着支援利用者数（実績） ２１人

令和元年度の一般就労移行者のうち、就労定着支援利用者率（実績） ５０％

令和５年度の一般就労移行者のうち、就労定着支援利用者率（目標） ７０％

目標値③ 就労定着支援事業所の就労定着率 

就労定着支援事業所のうち、令和５年度における就労定着率が８割以上の事

業所を７割以上とする。 

（５）障害児支援の提供体制の整備等 

こども療育センターみはら園の児童発達支援センター機能を強化するととも

に、富士市医療的ケア児等支援検討会議を開催して関係機関の連携を図ります。

また、関連分野の支援を調整する医療的ケア児コーディネーターとして養成

された相談支援専門員の配置を促します。

項 目 状 況

児童発達支援センターの設置 設置済み

保育所等訪問支援を利用できる体制構築 構築済み

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デ

イサービス事業所の確保
確保済み

保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るた

めの協議の場の設置
設置済み

医療的ケア児コーディネーターの配置数（見

込）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

５ ５ ６ ６



（６）相談支援体制の充実・強化に向けた取組の実施体制の確保 

障害者基幹相談支援センターと相談支援事業者が連携して相談支援体制の充

実・強化に取り組みます。

活動指標 令和３年度 令和４年度 令和５年度

地域の相談支援事業者への専門的指導・助言 ６ ７ ８ 

地域の相談支援事業者の人材育成のための支援 １４ １４ １４ 

地域の相談支援機関との連携強化のための取組 １２ １２ １２ 

（７）障害福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制の構築 

令和５年度までに障害福祉サービス等の質の向上に取り組む体制を構築しま

す。

活動指標 令和３年度 令和４年度 令和５年度

県が実施する研修への市職員参加人数 ３ ３ ３ 

報酬請求に対する審査結果のサービス等事業所

との共有の実施回数 
１ １ １ 

３．障害福祉サービスの見込数値  

 地域生活への移行や就労支援を進めるため、成果目標の実現に向けて必要な

サービス見込量を設定します。

（１）訪問系サービス（１月当たり）

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅介護
利用人員 ２０１人 ２０１人 ２０２人

活動時間 ３，８１８時間 ３，８８７時間 ３，９５６時間

重度訪問介護
利用人員 ７人 ８人 ８人

活動時間 ３，４３３時間 ３，６８６時間 ３，６８６時間

同行援護
利用人員 ２７人 ３２人 ３３人

活動時間 ３４４時間 ４９３時間 ４９５時間

行動援護
利用人員 １０人 １１人 １１人

活動時間 １３２時間 １３５時間 １３７時間

重度障害者等

包括支援

利用人員 ０人 ０人 ０人

活動時間 ０時間 ０時間 ０時間



（２）日中活動系サービス（１月当たり）

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

生活介護
利用人員 ４７０人 ４７２人 ４７４人

利用日数 ９，３７７日 ９，４１７日 ９，４５７日

自立訓練

（機能訓練）

利用人員 ２人 ２人 ２人

利用日数 ４０日 ４０日 ４０日

自立訓練

（生活訓練）

利用人員 ２３人 ２４人 ２４人

利用日数 ４４２日 ４６９日 ４３２日

就労移行支援
利用人員 ８８人 ９１人 ９４人

利用日数 １，３４４日 １，３８６日 １，４２８日

就労継続支援

（Ａ型）

利用人員 １３７人 １４２人 １４７人

利用日数 ２，７３４日 ２，８３４日 ２，９３４日

就労継続支援

（Ｂ型）

利用人員 ４８９人 ５０８人 ５２７人

利用日数 ９，０９８日 ９，４４０日 ９，７８２日

就労定着支援 利用人員 ３９人 ４８人 ４８人

療養介護 利用人員 ２８人 ２９人 ３０人

福祉型

短期入所

利用人員 ９０人 ９３人 ９６人

利用日数 ５９６日 ６１７日 ６３８日

医療型

短期入所

利用人員 １１人 １２人 １３人

利用日数 ７１日 ７７日 ８３日

（３）居住支援系サービス（１月当たり）

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

自立生活援助 利用人員 ２人 ２人 ２人

共同生活援助 利用人員 １９２人 ２０４人 ２１６人

施設入所支援 利用人員 ２２９人 ２２８人 ２２７人

（４）計画相談支援（１年当たり）

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画相談支援 利用人員 １，２２７人 １，２５７人 １，２８７人

障害児相談支援 利用人員 ５０５人 ５１０人 ５１５人



（５）地域相談支援 （１年当たり）

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域移行支援 利用人員 １人 １人 １人

地域定着支援 利用人員 ２人 ２人 ２人

（６）障害児に係るサービス（１月当たり） 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

児童発達支援
利用人員 ９０人 ８７人 ９２人

利用日数 １，０９９日 １，０６３日 １，１２３日

医療型

児童発達支援

利用人員 ０人 ０人 ０人

利用日数 ０日 ０日 ０日

放課後等

デイサービス

利用人員 ６１７人 ６３５人 ６４３人

利用日数 ７，６７７日 ７，８９３日 ７，９８９日

保育所等

訪問支援
利用人員 ５人 ５人 ５人

居宅訪問型

児童発達支援

利用人員 １人 １人 １人

利用日数 ４日 ４日 ４日

（７）その他のサービス（１年当たり）

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

自立支援医療

（更生医療）
利用人員 １４３人 １６５人 １９１人

自立支援医療

（育成医療）
利用人員 ６人 ５人 ４人

補 装 具 利用件数 ３８６件 ３８９件 ３９２件

４．地域生活支援事業の見込数値  

地域生活支援事業は、障害のある人が自立した日常生活や社会生活を営むこ

とができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じて市町村が実施主体となっ

て行う事業です。

理解促進・啓発、相談支援、意思疎通支援、日常生活用具給付、移動支援、地

域活動支援センターなどの事業を実施します。



（１）市町村必須事業 

〇理解促進・啓発事業 

 障害についての理解を深めるための講演会や研修、啓発のためのイベントを、

新しい生活様式に配慮した形式により開催します。 

〇相談支援事業 

・相談支援事業（１年当たり） 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実施箇所 ６か所 ６か所 ６か所 

・基幹相談支援センター事業

 基幹相談支援センターは、地域における相談支援の中核的な役割を担います。

（障害福祉課内に設置）

〇成年後見制度利用支援事業

 成年後見制度の利用を必要とする障害のある人に対し、成年後見の申立てに

要する費用や後見人の報酬などを助成し、制度利用を支援します。 

○意思疎通支援事業（１年当たり） 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

専任手話通訳者設置 １人 １人 １人

手話通訳者派遣
延派遣数

９０人 ９４人 ９８人

要約筆記奉仕員派遣 ８０人 ８２人 ８４人

〇移動支援事業（１年当たり） 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

実利用者数 ７１人 ７１人 ７１人

延利用時間 ５２３時間 ５２３時間 ５２３時間

○手話奉仕員養成研修事業 

 聴覚障害への理解を深め、基礎的な手話を習得することにより、手話を言語と

する人の理解者として活動する手話奉仕員を養成する講座を開催し、将来的な

手話通訳者養成の基礎とします。 



○日常生活用具給付等事業（１年当たり）  

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

介護・訓練支援用具 １０件 １０件 １０件

自立生活支援用具 ３２件 ３２件 ３２件

在宅療養等支援用具 ３１件 ３１件 ３１件

情報・意思疎通支援用具 ８９件 ８９件 ８９件

排せつ管理支援用具 ４，９５０件 ５，０５４件 ５，２５４件

居宅生活動作補助用具 ７件 ７件 ７件

○地域活動支援センター事業 （１月当たり） 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

実利用者数 １４０人 １４０人 １４０人

延利用者数 １，５４０人 １，５４０人 １，５４０人

（２）市町村任意事業 

○訪問入浴サービス事業（１月当たり）  

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用人員 １８人 １９人 ２０人

利用回数 １２０回 １２６回 １３２回

〇ことばの相談室 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用人員 ７００人 ７００人 ７００人

開所日数 ２１６日 ２１６日 ２１６日

○日中一時支援事業（１月当たり）  

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

～４時間 １５５回 １５０回 １４５回

４～８時間 １８０回 １７０回 １６０回

８時間～ ６６回 ６６回 ６６回



〇児童発達支援センター機能強化事業 

 こども療育センターみはら園の児童発達支援センターとしての機能を強化す

るため、みはら園に専門的な知識と経験を持つソーシャルワーカーを配置しま

す。 

○社会参加促進支援事業 

・レクリエーション支援 

区分 内容

心身障害児（者）ふれあい

交流事業

障害のある人や児童とその家族の交流の機会となるイベ

ントを毎年２回開催

知的障害児

（者）

カルチャー講座

令和３年度 令和４年度 令和５年度

講座数 ９講座 ９講座 ９講座

回数 ９５回 ９５回 ９５回

参加者数 １，４５０人 １，４５０人 １，４５０人

・点字・声の広報 

区分 内容

音声行政情報提供事業 広報ふじ・障害者計画等の音訳作成（カセット・ＣＤ化）

・奉仕員養成研修 

区分 内容

点訳講習会 点訳ボランティアを養成する。

音訳ボランティア養成講座 音訳ボランティアを養成する。

５．発達障害者の支援  

 県の発達障害者支援センター、発達障碍者支援コーディネーターと連携して

相談支援体制の充実を図るとともに、地域の保健、医療、保育、教育、福祉など

関係機関が連携し、ライフステージに沿った支援を行います。

６．高次脳機能障害者の支援  

県の高次脳機能障害支援拠点や就業・生活支援センターなどと連携して、対象

者の把握や適切な障害福祉サービスの提供に努めます。



７．基盤整備計画  

【障害福祉サービスなどの増利用者数】

 算出したサービス見込量から、新たなサービス利用者に対し、サービス提供が

不足すると考えられる増利用者数は以下のようになります。

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

生活介護 ２人 ２人 ２人

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

就労移行支援 ３人 ３人

就労継続支援（Ａ型） ５人 ５人

就労継続支援（Ｂ型） １９人 １９人 １９人

就労定着支援

療養介護

福祉型短期入所

医療型短期入所

自立生活援助

共同生活援助 １２人 １２人

施設入所支援

児童発達支援 ６人

医療型児童発達支援

放課後等デイサービス １２人 １８人 ８人

保育所等訪問支援

※空欄は提供不足数を見込まないもの。

※入所施設から地域生活への移行目標 １４人



【新規施設等整備予定箇所数】

サービス提供が不足すると考えられる増利用者数に対応し、地域において生

活する障害のある人や児童に適切なサービス提供を行うため、以下のように新

規施設等の整備が必要となることから、新たな事業所の参入を促進するなど、サ

ービス提供体制の確保を図ります。

区分
令和３年度 令和４年度 令和５年度

箇所数 人分 箇所数 人分 箇所数 人分

生活介護 １ ６

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

就労移行支援 １ １０

就労継続支援（Ａ型） １ １０

就労継続支援（Ｂ型） １ ２０ １ ２０ １ ２０

就労定着支援 １ －

療養介護

福祉型短期入所 １ １

医療型短期入所 ２ ２

自立生活援助 １ －

共同生活援助 １ １０ １ １６

施設入所支援

児童発達支援 １ １０

医療型児童発達支援

放課後等デイサービ

ス
４ ４０

保育所等訪問支援 １

※空欄は施設整備を要しないもの。 

 ８．意見募集について  

本計画は、だれもが互いに人格と個性を尊重し支えあう共生社会の実現のた

め、必要となる障害福祉サービス量を見込み、サービス提供体制の目標値を規定

するものです。

障害の有無にかかわらず、誰もが地域社会の中で権利を守られ、安心して生活

していくことができるよう、全ての人がそれぞれの役割を果たして共に生きる

社会を実現していくため、皆様のご意見をお願いします。


